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激化する気候変動に備えた
治水対策の強化と水力発電の増強

～ 治水・利水の統合運用と
再編に向けたパラダイムシフト ～
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❏ 世界の自然災害は水気象関連が圧倒的に多い
❏ 発生件数は増加の一途

種別
（2017
比率）

災害例

水関連
(47%)

洪水、土砂災害、
雪崩、沿岸洪水

気象
(35%)

熱波、寒波、落雷、
竜巻、高潮

気候
(11%)

旱魃、氷河湖決壊、
山火事

地球物理

(7%)
地震、津波、火山

Munich Re   website   https://www.munichre.com/topics-online/en/2018/01/2017-year-in-figures#furtherinformation

全災害計

※１人以上死者が出た災害 及び
一定規模の被害額（国により異なる）で出た災害をカウント
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世界の自然災害の発生件数
（1980 - 2017）

出典：国土交通省資料より作成

気候変動により広域化・長期化・深刻化する水害
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❏ 令和元年水害被害額は過去最高の2兆1千5百億円
❏ 支払い保険金額も2年連続1兆円越え

3
出典：一般社団法人日本損害保険協会 近年の風水害等による支払保険金

調査結果（見込み含む）
https://www.sonpo.or.jp/report/statistics/disaster/weather.html#anchor-2019
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風水害等による支払保険金
（2015年度～2019年度）
＜大雪＆大規模火災を除く＞

出典：国土交通省資料

１年間の日本の水害被害額
（名目額：1961年以降）

気候変動により広域化・長期化・深刻化する水害



４

❏ 2℃気温上昇により、降雨量1.1倍、流量約1.2倍
❏ 増大する洪水流出量には、総力戦での貯留が必要

降雨量、流量の変化倍率と洪水発生頻度の変化*

２℃上昇に対応するための洪水貯留量試算

*出典：国土交通省資料

降雨量 流量 洪水発生頻度

4℃上昇（RCP8.5） １．３倍 約１．４倍 約４倍

2℃上昇（RCP2.6） １．１倍 約１．２倍 約２倍

気候変動により広域化・長期化・深刻化する水害



2030 2050

温室効果ガス排出量（億ｔ-CO２）

2013年比で▲46%
約7.6億ｔ

2020年政府新方針
2050年
ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ

❏ 2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする
❏ 2013年比で46%削減目標のためには排出量削減の加速が不可欠
❏水力発電の新規投入で0.4億ｔ-CO２の削減効果

2050年のｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙに向かって、
直線的に削減を進めると仮定

地球温暖化対策計画の目標（カーボンニュートラル）

出典：第二百三回国会における菅内閣総理大臣所信表明演説（2020年10月26日）https://www.kantei.go.jp/jp/99_suga/statement/2020/1026shoshinhyomei.html 地球温暖化対策推進本部（2021年4
月22日） https://www.kantei.go.jp/jp/99_suga/actions/202104/22ondanka.html

：環境省、地球温暖化対策計画 http://www.env.go.jp/earth/ondanka/keikaku/taisaku.html 温室効果ガス排出量 http://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg.html 5

2013年 約14.1億ｔ-CO２

2019年 約12.1億ｔ-CO２
・約10年で要削減量4.5億ｔ
・石炭火力を新規水力で置換

→0.4億ｔ-CO２の削減効果

億ｔ-CO2

https://www.kantei.go.jp/jp/99_suga/statement/2020/1026shoshinhyomei.html
https://www.kantei.go.jp/jp/99_suga/actions/202104/22ondanka.html
http://www.env.go.jp/earth/ondanka/keikaku/taisaku.html
http://www.env.go.jp/earth/ondanka/ghg.html


国際的な水力開発の動向

IHA（国際水力協会）・IEA（水力実施協定)（Nov,2000)より作成

世界では「再生可能エネルギー」の主力は水力

…約90%は水力である。

⇒・エネルギー貯蔵能力が、太陽光・風力等の不安定電源の導入円滑化にも貢献
・CO2排出原単位が極めて少ない

６

・今後10年間に新設される全世界の電力設備の規模は
全電源合わせて695GW

内訳：水力22％、ガス26％、石炭27％、その他25％

・全世界で、技術的に開発可能な包蔵水力14,000TWh/年のうち、
約8,000TWh/年は経済的に開発可能

・水力は、65ヶ国において50％以上、32ヶ国において80％以上、
13ヶ国においては、需要量のほぼ100%の電力を供給



我が国における治水対策の手段

7出典：国土交通省資料をもとに作成

河口堰

地下河川トンネル

ダム

堤防強化

下水道整備

放水路
遊水地

堰



ダムや遊水地で洪水調節し
氾濫を防止・軽減

洪水調節がなければ
河道から洪水氾濫

生命、財産を守るためには、洪水を貯めることが効果的、効率的

8出典：国土交通省資料より作成

市街地連担区域等は
河川の拡幅が極めて困難

洪水を貯留

洪水が氾濫

出典：関東地方整備局資料提供



～治水・利水の統合運用と再編に向けたパラダイムシフトへ～
提言骨子

先進的降雨予測に基づく治水・利水機能の強化
提言Ⅰ

提言Ⅱ 提言Ⅲ

提言Ⅳ

さらなる治水の強化と水力発電の増強に向けて

Ⅰ-1 事前放流の効果的な実施による治水の強化

Ⅰ-2 事前放流による治水強化に合わせた水力発電の増強

Ⅰ-3 治水・利水の高度運用への転換と再開発によるダム機能の高度化
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流域全体のダムの統合運用と

再編による治水・利水の強化

カーボンニュートラルの実現と

治水に貢献する水力開発



治水・利水の統合運用と再編に向けたパラダイムシフト

流域全体の治水・利水システム構築に向け先駆的な提言

わが国に於ける河川水量の調節並びに貯水事業について(1926年 東京帝国大学教授 物部長穂）より作成 10

１．わが国の洪水特性（洪水波形が尖鋭）
貯水による洪水調節は治水上有利な対策

２．水系は一個の有機体、全体最適で施設を配置すべき

３．水系全体で治水・利水に最も効率が高くなるよう計画すべき
・ 洪水調節用・灌漑用はなるべく平地に
・ 水力発電用は上流部が有利

物部教授：1926年



サーチャージ水位

提言Ⅰ 先進的降雨予測に基づく治水・利水の強化

❏ 治水・利水を固定的に区分していた水位から高度運用による管理水位へ
❏ 洪水調節容量と発電容量を共に増やし双方の機能を高度化

治水・利水の高度運用 概念図

治水・利水の高度運用への転換と再開発によるダム機能の高度化
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治水・利水を区分する
固定的な水位

+ΔＶP（容量、
水頭の増）

Ｐ：発電容量(水位）が
増大

Ｆ：洪水調節
容量が増大

+ΔＶF（事前
放流）

平常時 洪水時

（従来の制限水位等）

高度運用による
管理水位



治水機能強化のために、
❏ 先進的降雨予測技術の導入
❏ 洪水調節容量の高度運用

〇 先進的降雨予測技術の導入

・ 最新のアンサンブル手法※・データを用いた降雨予測技術の導入
☞ 事前放流の早期開始による洪水調節容量の増強
☞ 事前放流の強化のための放流施設の新設・改良

・ 予測精度、信頼性に対応した操作ルールの構築

〇 洪水調節容量の高度運用

・ 増強した容量のさらなる有効活用
☞ 様々な洪水規模・パターンに対応した洪水調節方式の導入

＊アンサンブル予測：自然のゆらぎを考慮した複数の初期値によるモデル解析と評価を行うことにより予測の幅を確率的に表現

Ⅰ-1 事前放流の効果的な実施による治水の強化
～ 単独ダムの洪水調節容量の増強と高度運用 ～

12

提言Ⅰ 先進的降雨予測に基づく治水・利水の強化



水力発電の増強は、事前放流による治水効果のさらなる向上に寄与

〇 施設整備による治水と水力発電の強化
・ 放流管・ゲート・発電設備の新増設や堤体嵩上げ等
・ 逆調整池の整備によるピーク発電に伴う下流流量の変動緩和

〇 先進的降雨予測技術の導入による発電運用の改善
＊ 予測技術向上に対応した、下流の安全を確保した治水・利水操作ルール
・ 貯水池の運用水位に幅を持たせた弾力的な利水運用と無効放流の削減

〇 利水機能の強化に向けた制度の創設
・ 利水ダムへの治水機能の導入へのダムの容量・運用等に関わる権利や

費用負担等に関する新たな制度
・ 未利用容量や既設ダムへの発電等の参加への制度や費用負担等の整備

Ⅰ-２ 事前放流による治水強化に合わせた水力発電の増強
～ 適応策と緩和策の強化 ～

13

提言Ⅰ 先進的降雨予測に基づく治水・利水の強化



❏先進的降雨予測技術を導入
❏平常時と洪水時に応じた治水・利水の高度運用とその効果（試算）

平常時：高度運用により年間発電電力量：約15％～20％の増電
洪水時：利水ダムの事前放流増で洪水調節容量のさらなる拡大：約2倍の可能性

今後の高度運用現状

治水・利水
を区分する
制限水位

（固定的）

ダ
ム

洪水調節容量

発電容量

2年前

治水・利水容量を
明確に区分・運用

Ⅰ-３ 治水・利水の高度運用への転換 治水利水の高度運用（イメージ図）

高度運用
による
管理水位

治水・利水容量の
相互活用

水位増嵩によ
る発電容量の

増加

事前放流による
洪水調節容量の

増加
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提言Ⅰ 先進的降雨予測に基づく治水・利水の強化

洪水時

平常時



目的ごとのダム数（全国）
目的ごとの区分 基数

発電ダム 639
治水(洪水調節)&発電ダム 218
治水(洪水調節)ダム 445
上記以外のダム 1448

合 計 2750

高度運用の可能性
治水と発電の

北信越（新潟、富山、石川、長野、岐阜）

適応策・緩和策の強化に向け、
治水・利水機能を果たすダム
の活用は必須

1,302基

15

Ⅰ-３治水・利水の高度運用への転換 ～治水と発電の統合運用の可能性～

※ダム分布図は国土地理院作成

提言Ⅰ 先進的降雨予測に基づく治水・利水の強化



流域全体のダム容量の再編イメージ
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P

総
落
差
・
小

治
水

現 状

発電所

上流域

下流域

発
電

P

総
落
差
・
大

治
水

上流域

下流域

発
電

集水面積が大きく、
下流市街地に近い

➡ 治水に有利

落差が大きくとれる
➡ 発電に有利

発電所

市街地 市街地

再 編 後

提言Ⅱ 流域全体のダムの統合運用と再編による治水・利水の強化
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ダム群再編のイメージ図
提言Ⅱ 流域全体のダムの総合語運用と再編による

治水・利水の強化

Ｂダム（容量配分変更）：集水面積が大⇒治水効果は大

Ｃダム（嵩上げ）：下流低平地に近い⇒治水効果は大

現行 再編後

現行 再編後

Ａダム（容量配分変更）：降雨・降雪量が多く下流まで遠い
⇒流水の貯留には適、治水効果小、発電に有利

Ｃダムから振替

Ｄダム（新規）

利水容量

現行

嵩上げ 再編後

Ｂダムから振替

Ｂダム

市街地

海

Ｃダム

流域界

Ｄダム

Ａダム

ダムの集水界

治水容量



１．CO2の排出原単位が全電源中最少

２．長期にわたり最低廉な電力を供給

３．卓抜した負荷変動への即応力

中・山間地域等に豊富な開発ポテンシャル、経済波及効
果も高く、地域活性化にも貢献

水力発電の特徴
（３つの強み）

18

提言Ⅲ カーボンニュートラルの実現と治水に貢献する水力開発



（注１）発電燃料の燃焼に加え、原料の採掘から諸設備の建設・燃料輸送・精製・運用・保守等のために消費されるすべて
のエネルギーを対象としてCO2排出量を算出。

（注２）原子力については、現在計画中の使用済燃料国内再処理・プルサーマル利用（１回リサイクルを前提）・高レベル
放射性廃棄物（0.020kg-CO2/kWh）の結果を設備容量に基づき平均。

19

水力発電はCO2排出量が最少

日本の電源種別ライフサイクルCO2の比較

水力

提言Ⅲ カーボンニュートラルの実現と治水に貢献する水力開発

出典：日本における発電技術のライフサイクルCO2 排出量総合評価（7, 2016）2 電力中央研究所報告書



（水力、原子力、火力の実績発電単価の推移）

水力の発電単価は他と比べ、半分以下

20

水力発電のコスト
資本費（固定費）率が高く、ランニング
コストは僅か
⇒ ・減価償却が進むと原価が低下

・長期的に安定・低廉な電力を提供

1970 1985 2000 2010

火力発電のコスト
燃料費比率が高く、原価の変動幅が大きい

提言Ⅲ 脱炭素社会の実現と治水に貢献する水力開発

出典：水力エネルギーの価値と可能性 井上素行（1, 2019）電力土木技術協会誌から作成



❏水力エネルギーの開発余力は約2,000万kWと大きい
❏未開発の水力発電で2030年までの追加削減量の約1割をカバー
❏統合運用と再編により、さらなる水力発電の強化が可能

既開

発

2,045
工事中

61

未開発
2,661

既開

発

2,776工事中
61

未開

発

1,916

出典：包蔵水力（2020年3月）、経済産業省資源エネルギー庁
https://www.enecho.meti.go.jp/category/electricity_and_gas/electric/hydroelectric/database/energy_japan001/

大きい水力発電の開発ポテンシャルとCO2削減効果

21

地点数 出力（万kW）

CO2削減効果の試算
・水力発電は、ライフサイクルを通じて、CO２排出原単位が全電源中最少
未開発の水力発電により約400億kWhの電力量が得られ約0.4億t-CO2排出量
が削減。これは、2030年までの削減量4.5億t-CO2 の約1割に相当

未開発地点の内訳：流れ込み式 2454 ／調整池式 143 ／貯水池式 45

提言Ⅲ カーボンニュートラルの実現と治水に貢献する水力開発

既開発
94,230工事中

2,942

未開発
45,889

発電量（GWh）

（注）混合揚水を含む



１．治水・利水統合運用・再編への組織・体制の強化

２．気候変動に対応した治水・利水計画への転換

３．新技術開発・実装に向けたシステム・体制の構築

４．人材の育成と確保

５．治水、水力発電の強化・展開に向けた第6次水力調査

６．水力発電の再評価と促進に関わる施策

提言Ⅳ さらなる治水の強化と水力発電の増強に向けて

今後の取り組みに向けた強化項目

22



新たな技術の開発とその実装に向けたシステム・体制の構築
（取り組み事例）

提言Ⅳ さらなる治水の強化と水力発電の増強に向けて

23

１．気候変動と治水・利水統合運用に向けた技術開発
・効果的・効率的な統合運用システム
・先進的降雨予測技術を用いたダム操作
・高度運用・統合運用に向けた自動・遠隔操作方式とシステム

２．治水・利水・地域情報の統合と一元活用
・治水・利水、平常時・洪水時、地域情報の共有化
・情報プラットホーム構築と一元活用

３．ダム再開発に向けた技術開発
・ダムを運用しながらの施工技術や高水圧下での仮設技術等
・高度運用・統合運用に向けた設備の標準化・共通化
・流水調節や土砂排出等に対応できる高機能ゲート

４．統合運用、水力発電の促進に必要な技術
・導水路トンネル（特に小断面）の施工技術
・放流管やバイパス等の放流施設の施工技術
・堤体改造等による通砂・排砂システム



「第6次包蔵水力調査」の実施に向けて

❏ 治水・発電一体となった国内資源の活用計画
広く府省庁、都道府県、電気事業者等一体となった共同調査
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・治水（適応策）と発電（緩和策-CO2排出削減）の評価を基本
・先進的降雨予測技術を導入した高度運用による治水強化と出力・電力量の最大化

提言Ⅳ さらなる治水の強化と水力発電の増強に向けて

区分 第1次 第2次 第3次 第4次 第5次

基本方針
・渇水量（355日）を最大使用水
量とする水路式発電所
を計画

・平水量（185日）を最大使用水
量とする水路式発電所
を計画

・豊水量（95日）を最大使用水
量の標準とする

・河水統制の見地からできる
だけダム式、ダム水路式を
採用

・水系一貫開発及び河水の
有効利用を図る

・ピーク出力を得るため、
貯水池式、調整池式の開発
に重点

・発電電力量（kWh）の開発
に重点

・低落差、小規模地点も積極
的に計画

・水系一貫開発を基本原則

明治43年～
大正2年

大正7年～
大正11年

昭和12年～
昭和16年

昭和31年～
昭和34年

昭和56年～
昭和60年

地点数
既開発 327 650 1,064 1,614 1,752
未開発 1,906 2,172 1,707 758 2,514

最大出力
（MW）

既開発 480 1,030 6,566 14,116 27,063
未開発 2,900 6,400 13,474 21,254 19,642

※ 地点数、最大出力に工事中を含む。

出典：『水力開発地点計画策定調査報告書（第5次発電水力調査） 』（昭和61年6月、通商産業省資源エネルギー庁公益事業部）

これまでの包蔵水力調査の概要



気候変動に負けない強靭な国土づくりに向けて
～ 安全とエネルギーの確保の両立を目指して ～
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未来を見据えて ～ いつでも どこでも なんでも ～

〇「水系のシステム全体を俯瞰した未来を見据えた提言」を実現
進歩を遂げた科学技術を導入し、 100年前の物部博士の提言

〇 治水・利水という安全とエネルギーの確保の両立を実現へ
高度運用・統合運用は異なる機能の融合を促進する界面活性剤

〇 各界各分野・産学官民の総力戦で強力に展開
治水・利水の高度運用・統合運用を

〇 多機能の融合を促進する新たなシステム構築へ
今後、上水、工水、農業用水等の水利用を含め、水環境全体を俯瞰
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